
JP 6263410 B2 2018.1.17

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　両側波帯成分を有するＡＭ放送波が検波される前の検波前信号に基づいて、ノイズ成分
の第１周波数の特定処理を行う第１周波数特定部と；
　前記ＡＭ放送波が検波された後の検波後信号に基づいて、ノイズ成分の第２周波数の特
定処理を行う第２周波数特定部と；
　前記第１周波数及び前記第２周波数が特定され、かつ、前記第１周波数と前記第２周波
数との差が所定の範囲内である場合に、前記検波後信号における前記第２周波数の成分を
低減させるノイズ除去部と；
　を備える放送受信装置。
【請求項２】
　前記検波後信号におけるノイズフロアのレベルを評価するノイズフロア評価部を更に備
え、
　前記ノイズ除去部は、前記第２周波数が特定されたが、前記第１周波数が特定されなか
った、又は、前記第１周波数及び前記第２周波数が特定されたが、前記第１周波数と前記
第２周波数との差が前記所定の範囲内になかったときには、前記ノイズフロアのレベルが
所定閾値以上であった場合に、前記検波後信号における前記第２周波数の成分を低減させ
る、
　ことを特徴とする請求項１に記載の放送受信装置。
【請求項３】
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　前記第１周波数特定部は、前記検波前信号における搬送波周波数を対称中心とした場合
における前記検波前信号の上側波帯のスペクトルと下側波帯のスペクトルとの間での非対
称成分の時間平均に基づいて、前記第１周波数を特定する、ことを特徴とする請求項１又
は２に記載の放送受信装置。
【請求項４】
　前記第２周波数特定部は、前記検波後信号のスペクトルの時間平均に基づいて、前記第
２周波数を特定する、ことを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載の放送受信装
置。
【請求項５】
　前記第１周波数と前記第２周波数との差が前記所定の範囲内であった場合には、ノイズ
除去部は、前記検波後信号における前記第２周波数の所定自然数倍の周波数の成分を更に
低減させる、ことを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記載の放送受信装置。
【請求項６】
　第１周波数特定部と；第２周波数特定部と；ノイズ除去部とを備え、両側波帯成分を有
するＡＭ放送波を受信する放送受信装置において使用されるノイズ除去方法であって、
　前記第１周波数特定部が、前記ＡＭ放送波が検波される前の検波前信号に基づいて、ノ
イズ成分の第１周波数の特定処理を行う第１周波数特定工程と；
　前記第２周波数特定部が、前記ＡＭ放送波が検波された後の検波後信号に基づいて、ノ
イズ成分の第２周波数の特定処理を行う第２周波数特定工程と；
　前記第１周波数及び前記第２周波数が特定され、かつ、前記第１周波数と前記第２周波
数との差が所定の範囲内である場合に、前記ノイズ除去部が、前記検波後信号における前
記第２周波数の成分を低減させるノイズ除去工程と；
　を備えるノイズ除去方法。
【請求項７】
　ＡＭ放送波を受信する放送受信装置が有するコンピュータに、請求項６に記載のノイズ
除去方法を実行させる、ことを特徴とするノイズ除去プログラム。
【請求項８】
　ＡＭ放送波を受信する放送受信装置が有するコンピュータにより読み取り可能に、請求
項７に記載のノイズ除去プログラムが記録されている、ことを特徴とする記録媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放送受信装置、ノイズ除去方法及びノイズ除去プログラム、並びに、当該ノ
イズ除去プログラムが記録された記録媒体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、ＡＭ放送の放送波を受信して処理し、放送音声を出力する放送受信装置が広
く普及している。こうした放送受信装置による出力音声に含まれることがあるノイズ音の
一つとして、いわゆるビートノイズ音がある。
【０００３】
　かかるビートノイズ音の原因となるビートノイズ成分が音声信号の帯域内にあると、音
声成分とビートノイズ成分との識別が難しい。固定的に配置された周囲の電子装置等に由
来するビートノイズ成分であれば、ビートノイズ成分の周波数を予め調べておき、その周
波数成分だけを低減させることによりビートノイズ音を低減させることができる。しかし
ながら、この方法では、様々な周波数を有するビートノイズ成分が周囲環境から混入して
くる場合には、ビートノイズ音を低減させることができなかった。
【０００４】
　そこで、ＡＭ放送波の波形における搬送波周波数を対称中心とする上側波帯（以下、「
ＵＳＢ（Upper Side Band）」と記す）のスペクトルと下側波帯（以下、「ＬＳＢ（Lower
 Side Band）」と記す）のスペクトルとの対称性を利用することが考えられる。かかるＵ
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ＳＢのスペクトルとＬＳＢのスペクトルとの対称性を利用してノイズ成分を除去する技術
してとして、テレビジョン放送受信装置に関する技術が提案されている（特許文献１参照
：以下、「従来例」と呼ぶ）。
【０００５】
　この従来例の技術では、検波前の信号である検波前信号に対して、当該検波前信号にお
ける搬送波成分を９０°だけ位相をずらした信号を乗算する。引き続き、当該乗算の結果
にローパスフィルタリング処理を施すことにより、ＵＳＢのスペクトルとＬＳＢのスペク
トルとの間での非対称性の要因となっている非対称成分（以下、単に「非対称成分」とも
記す）を抽出する。
【０００６】
　かかる従来例の技術をＡＭ放送の受信装置に適用することにより、ビートノイズ成分が
検波前信号における非対称成分として定常的に混入している場合には、ビートノイズ成分
の周波数及びレベルが特定できる。そして、当該特定結果を利用して、ビートノイズ成分
を適切に低減させることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開昭６１－１２９９２４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上述した従来例の技術をＡＭ放送の受信装置に適用してビートノイズ成分を除去するに
際して、ビートノイズ成分が、検波前信号に非対称成分として定常的に混入していること
を前提としている。しかしながら、ＡＭ放送の受信装置を含む伝送系では、波形歪の発生
により、あたかもＡＭ変調されたような態様でビートノイズ成分が含まれる場合がある。
【０００９】
　こうした場合には、ビートノイズ成分が、検波前信号に非対称成分として定常的に混入
しているという前提が成立しない。この結果、従来例の技術をＡＭ放送の受信装置に適用
しても、出力音声におけるビートノイズ音を適切に除去することができない。
【００１０】
　このため、様々な態様で発生する音声帯域におけるビートノイズ成分を、適切に除去で
きる技術が望まれている。かかる要請に応えることが、本発明が解決すべき課題の一つと
して挙げられる。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　請求項１に記載の発明は、両側波帯成分を有するＡＭ放送波が検波される前の検波前信
号に基づいて、ノイズ成分の第１周波数の特定処理を行う第１周波数特定部と；前記ＡＭ
放送波が検波された後の検波後信号に基づいて、ノイズ成分の第２周波数の特定処理を行
う第２周波数特定部と；前記第１周波数及び前記第２周波数が特定され、かつ、前記第１
周波数と前記第２周波数との差が所定の範囲内である場合に、前記検波後信号における前
記第２周波数の成分を低減させるノイズ除去部と；を備える放送受信装置である。
【００１２】
　請求項６に記載の発明は、第１周波数特定部と；第２周波数特定部と；ノイズ除去部と
を備え、両側波帯成分を有するＡＭ放送波を受信する放送受信装置において使用されるノ
イズ除去方法であって、前記第１周波数特定部が、前記ＡＭ放送波が検波される前の検波
前信号に基づいて、ノイズ成分の第１周波数の特定処理を行う第１周波数特定工程と；前
記第２周波数特定部が、前記ＡＭ放送波が検波された後の検波後信号に基づいて、ノイズ
成分の第２周波数の特定処理を行う第２周波数特定工程と；前記第１周波数及び前記第２
周波数が特定され、かつ、前記第１周波数と前記第２周波数との差が所定の範囲内である
場合に、前記ノイズ除去部が、前記検波後信号における前記第２周波数の成分を低減させ
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るノイズ除去工程と；を備えるノイズ除去方法である。

【００１３】
　請求項７に記載の発明は、ＡＭ放送波を受信する放送受信装置が有するコンピュータに
、請求項６に記載のノイズ除去方法を実行させる、ことを特徴とするノイズ除去プログラ
ムである。
【００１４】
　請求項８に記載の発明は、ＡＭ放送波を受信する放送受信装置が有するコンピュータに
より読み取り可能に、請求項７に記載のノイズ除去プログラムが記録されている、ことを
特徴とする記録媒体である。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の第１実施形態に係る放送受信装置の構成を概略的に示すブロック図であ
る。
【図２】図１のノイズ処理ユニットの構成を示すブロック図である。
【図３】図２の第１周波数特定部の構成を示すブロック図である。
【図４】中間周波信号のスペクトルと、（Ｕ－Ｌ）信号の時間平均スペクトルとの関係を
説明するための図である。
【図５】図２の第２周波数特定部の構成を示すブロック図である。
【図６】検波信号（＝（Ｕ＋Ｌ）信号）のスペクトルと、検波信号の時間平均スペクトル
との関係を説明するための図である。
【図７】図２のノイズ除去部によるノイズ除去処理を説明するためのフローチャートであ
る。
【図８】本発明の第２実施形態に係る放送受信装置における第１周波数特定部の構成を示
すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明の実施形態を、添付図面を参照して説明する。なお、以下の説明及び図面
においては、同一又は同等の要素には同一の符号を付し、重複する説明を省略する。
【００１７】
　［第１実施形態］
　まず、本発明の第１実施形態を、図１～図７を参照して説明する。
【００１８】
　＜構成＞
　図１には、本発明の第１実施形態に係る放送受信装置１００Ａの概略的な構成がブロッ
ク図にて示されている。なお、放送受信装置１００Ａは、両側波帯成分を有するＡＭ放送
波を受信する放送受信装置となっている。
【００１９】
　図１に示されるように、放送受信装置１００Ａは、アンテナ１１０と、ＲＦ処理ユニッ
ト１２０と、検波ユニット１３０と、ノイズ処理ユニット１５０Ａとを備えている。また
、放送受信装置１００Ａは、アナログ処理ユニット１６０と、スピーカユニット１７０と
、入力ユニット１８０と、制御ユニット１９０とを備えている。
【００２０】
　上記のアンテナ１１０は、放送波を受信する。アンテナ１１０による受信結果は、信号
ＲＦＳとして、ＲＦ処理ユニット１２０へ送られる。
【００２１】
　上記のＲＦ処理ユニット１２０は、制御ユニット１９０から送られた選局指令ＣＳＬに
従って、選局すべき希望局の信号を信号ＲＦＳから抽出する選局処理を行い、所定の中間
周波数帯の成分を有する中間周波信号ＩＦＤを生成する。そして、ＲＦ処理ユニット１２
０は、生成された中間周波信号ＩＦＤを、検波ユニット１３０及びノイズ処理ユニット１
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５０Ａへ送る。このＲＦ処理ユニット１２０は、入力フィルタと、高周波増幅器（ＲＦ－
ＡＭＰ：Radio Frequency-Amplifier）と、バンドパスフィルタ（以下、「ＲＦフィルタ
」とも呼ぶ）とを備えている。また、ＲＦ処理ユニット１２０は、ミキサ（混合器）と、
中間周波フィルタ（以下、「ＩＦフィルタ」とも呼ぶ）と、ＡＤ（Analogue to Digital
）変換器と、局部発振回路（ＯＳＣ）とを備えている。
【００２２】
　ここで、入力フィルタは、アンテナ１１０から送られた信号ＲＦＳの低周波成分を遮断
するハイパスフィルタである。高周波増幅器は、入力フィルタを通過した信号を増幅する
。ＲＦフィルタは、高周波増幅器から出力された信号のうち、高周波帯の信号を選択的に
通過させる。ミキサは、ＲＦフィルタを通過した信号と、局部発振回路から供給された局
部発振信号とを混合する。
【００２３】
　ＩＦフィルタは、ミキサから出力された信号のうち、予め定められた中間周波数範囲の
信号を選択して通過させる。ＡＤ変換器は、ＩＦフィルタを通過した信号をデジタル信号
に変換する。この変換結果は、中間周波信号ＩＦＤとして、検波ユニット１３０及びノイ
ズ処理ユニット１５０Ａへ送られる。
【００２４】
　なお、局部発振回路は、電圧制御等により発振周波数の制御が可能な発振器等を備えて
構成される。この局部発振回路は、制御ユニット１９０から送られた選局指令ＣＳＬに従
って、選局すべき希望局に対応する周波数の局部発振信号を生成し、ミキサへ供給する。
【００２５】
　上記の検波ユニット１３０は、ＲＦ処理ユニット１２０から送られた中間周波信号ＩＦ
Ｄを受ける。そして、検波ユニット１３０は、中間周波信号ＩＦＤに対して検波処理を施
し、検波結果を検波信号ＤＴＤとして、ノイズ処理ユニット１５０Ａへ送る。ここで、検
波信号ＤＴＤは、音声帯域の信号となっている。
【００２６】
　なお、検波信号ＤＴＤのスペクトルは、中間周波信号ＩＦＤのＵＳＢ成分のスペクトル
とＬＳＢ成分のスペクトルとにおける中間周波信号ＩＦＤの中心周波数との周波数差が同
一の周波数成分同士の和として算出されるスペクトルとなっている。そこで、以下の説明
においては、検波信号ＤＴＤを、「信号（Ｕ＋Ｌ）」とも記すものとする。
【００２７】
　上記のノイズ処理ユニット１５０Ａは、検波ユニット１３０から送られた検波信号ＤＴ
Ｄ、及び、ＲＦ処理ユニット１２０から送られた中間周波信号ＩＦＤを受ける。そして、
ノイズ処理ユニット１５０Ａは、検波信号ＤＴＤに対して、ノイズ除去処理を施して、信
号ＡＯＤを生成する。こうして生成された信号ＡＯＤは、アナログ処理ユニット１６０へ
送られる。
【００２８】
　なお、ノイズ処理ユニット１５０Ａの構成の詳細については、後述する。
【００２９】
　上記のアナログ処理ユニット１６０は、ノイズ処理ユニット１５０Ａから送られた信号
ＡＯＤを受ける。そして、アナログ処理ユニット１６０は、制御ユニット１９０による制
御のもとで、出力音声信号ＡＯＳを生成し、生成された出力音声信号ＡＯＳをスピーカユ
ニット１７０へ送る。
【００３０】
　かかる機能を有するアナログ処理ユニット１６０は、ＤＡ（Digital to Analogue）変
換部と、音量調整部と、パワー増幅部とを備えて構成されている。ここで、ＤＡ変換部は
、ノイズ処理ユニット１５０Ａから送られた信号ＡＯＤを受ける。そして、ＤＡ変換部は
、信号ＡＯＤをアナログ信号に変換する。ＤＡ変換部によるアナログ変換結果は音量調整
部へ送られる。
【００３１】
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　音量調整部は、ＤＡ変換部から送られたアナログ変換結果の信号を受ける。そして、音
量調整部は、制御ユニット１９０からの音量調整指令ＶＬＣに従って、アナログ変換結果
の信号に対して音量調整処理を施す。なお、音量調整部は、第１実施形態では、電子ボリ
ューム素子等を備えて構成されている。音量調整部による音量調整結果の信号は、パワー
増幅部へ送られる。
【００３２】
　パワー増幅部は、音量調整部から送られた音量調整結果の信号を受ける。そして、パワ
ー増幅部は、音量調整結果の信号をパワー増幅する。なお、パワー増幅部は、パワー増幅
器を備えている。パワー増幅部による増幅結果である出力音声信号ＡＯＳは、スピーカユ
ニット１７０へ送られる。
【００３３】
　上記のスピーカユニット１７０は、スピーカを備えている。このスピーカユニット１７
０は、アナログ処理ユニット１６０から送られた出力音声信号ＡＯＳに従って、音声を再
生出力する。
【００３４】
　上記の入力ユニット１８０は、放送受信装置１００Ａの本体部に設けられたキー部、あ
るいはキー部を備えるリモート入力装置等により構成される。ここで、本体部に設けられ
たキー部としては、不図示の表示ユニットに設けられたタッチパネルを用いることができ
る。また、キー部を有する構成に代えて、音声入力する構成を採用することもできる。入
力ユニット１８０への入力結果は、入力データＩＰＤとして制御ユニット１９０へ送られ
る。
【００３５】
　上記の制御ユニット１９０は、入力ユニット１８０から送られた入力データＩＰＤを受
ける。この入力データＩＰＤの内容が選局指定であった場合には、制御ユニット１９０は
、指定された希望局に対応する選局指令ＣＳＬを生成して、ＲＦ処理ユニット１２０へ送
る。また、入力データＩＰＤの内容が音量調整指定であった場合には、制御ユニット１９
０は、指定された音量調整指定に対応する音量調整指令ＶＬＣを生成して、アナログ処理
ユニット１６０へ送る。
【００３６】
　《ノイズ処理ユニット１５０Ａの構成》
　次に、上記のノイズ処理ユニット１５０Ａの構成について説明する。
【００３７】
　ノイズ処理ユニット１５０Ａは、図２に示されるように、第１周波数特定部１５１Ａと
、フーリエ変換部（ＦＦＴ部）１５２と、第２周波数特定部１５３と、ノイズフロア評価
部１５４とを備えている。また、ノイズ処理ユニット１５０Ａは、ノイズ除去部１５５と
、逆フーリエ変換部（ＩＦＦＴ部）１５６とを備えている。
【００３８】
　上記の第１周波数特定部１５１Ａは、ＲＦ処理ユニット１２０から送られた中間周波信
号ＩＦＤを受ける。そして、第１周波数特定部１５１Ａは、中間周波信号ＩＦＤにおける
ノイズ成分に対応する音声周波数帯の周波数（以下、「第１周波数ＮＦ1」という）の特
定処理を行う。かかる第１周波数特定部による特定処理により第１周波数ＮＦ1が特定さ
れると、特定された第１周波数ＮＦ1が、ノイズ除去部１５５へ送られる。ここで、第１
周波数特定部１５１Ａによる特定処理により第１周波数ＮＦ1が特定されなかった場合に
は、第１周波数ＮＦ1として「０」が、ノイズ除去部１５５へ送られるようになっている
。
【００３９】
　なお、第１周波数特定部１５１Ａの構成の詳細については、後述する。
【００４０】
　上記のＦＦＴ部１５２は、検波ユニット１３０から送られた検波信号ＤＴＤ（＝信号（
Ｕ＋Ｌ））を受ける。そして、ＦＦＴ部１５２は、検波信号ＤＴＤにフーリエ変換を施す
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。かかるフーリエ変換の結果（スペクトル）は、フーリエ変換結果ＦＦＤとして、第２周
波数特定部１５３及びノイズフロア評価部１５４へ送られる。
【００４１】
　上記の第２周波数特定部１５３は、ＦＦＴ部１５２から送られたフーリエ変換結果ＦＦ
Ｄを受ける。そして、第２周波数特定部１５３は、フーリエ変換結果ＦＦＤに基づいて、
検波信号ＤＴＤにおけるノイズ成分の周波数（以下、「第２周波数ＮＦ2」という）及び
レベル（以下、「ノイズレベルＮＬＶ」という）の特定処理を行う。かかる第２周波数特
定部１５３による特定処理により第２周波数ＮＦ2及びノイズレベルＮＬＶが特定される
と、特定された第２周波数ＮＦ2及びノイズレベルＮＬＶが、ノイズ除去部１５５へ送ら
れる。ここで、第２周波数特定部１５３による特定処理により第２周波数ＮＦ2が特定さ
れなかった場合には、第２周波数ＮＦ2として「０」が、ノイズ除去部１５５へ送られる
ようになっている。
【００４２】
　なお、第２周波数特定部１５３の構成の詳細については、後述する。
【００４３】
　上記のノイズフロア評価部１５４は、ＦＦＴ部１５２から送られたフーリエ変換結果Ｆ
ＦＤを受ける。そして、ノイズフロア評価部１５４は、フーリエ変換結果ＦＦＤに基づい
て、検波信号ＤＴＤにおけるノイズフロアのレベルを評価する。こうして評価されたノイ
ズフロアレベルＮＦＬは、ノイズ除去部１５５へ送られる。
【００４４】
　なお、第１実施形態では、ノイズフロア評価部１５４は、例えば、特開２０１２－１７
８８０４号公報に記載のノイズ推定方法を利用して、ノイズフロアレベルの評価を行う。
【００４５】
　上記のノイズ除去部１５５は、ＦＦＴ部１５２から送られたフーリエ変換結果ＦＦＤを
受ける。また、ノイズ除去部１５５は、第１周波数特定部１５１Ａから送られた第１周波
数ＮＦ1、第２周波数特定部１５３から送られた第２周波数ＮＦ2及びノイズレベルＮＬＶ
、並びに、ノイズフロア評価部１５４から送られたノイズフロアレベルＮＦＬを受ける。
そして、ノイズ除去部１５５は、第１周波数ＮＦ1、第２周波数ＮＦ2及びノイズレベルＮ
ＬＶ、並びに、ノイズフロアレベルＮＦＬに基づいて、フーリエ変換結果ＦＦＤに含まれ
るノイズ成分を低減させる。こうして得られたノイズ成分の低減結果は、ノイズ除去スペ
クトルＮＲＤとして、ＩＦＦＴ部１５６へ送られる。
【００４６】
　なお、ノイズ除去部１５５によるノイズ低減処理については、後述する。
【００４７】
　上記のＩＦＦＴ部１５６は、ノイズ除去部１５５から送られたノイズ除去スペクトルＮ
ＲＤを受ける。そして、ＩＦＦＴ部１５６は、ノイズ除去スペクトルＮＲＤに逆フーリエ
変換を施す。かかる逆フーリエ変換の結果は、信号ＡＯＤとして、アナログ処理ユニット
１６０へ送られる。
【００４８】
　（第１周波数特定部１５１Ａの構成）
　次いで、第１周波数特定部１５１Ａの構成について説明する。
【００４９】
　第１周波数特定部１５１Ａは、図３に示されるように、（Ｕ－Ｌ）検出部２１１と、Ｆ
ＦＴ部２１２とを備えている。また、第１周波数特定部１５１Ａは、時間平均部２１３と
、抽出部２１４とを備えている。
【００５０】
　上記の（Ｕ－Ｌ）検出部２１１は、ＲＦ処理ユニット１２０から送られた中間周波信号
ＩＦＤを受ける。そして、（Ｕ－Ｌ）検出部２１１は、中間周波信号ＩＦＤのＵＳＢ成分
のスペクトルとＬＳＢ成分のスペクトルとにおける中間周波信号ＩＦＤの中心周波数との
周波数差が同一の周波数成分間の差分を算出することにより、差分信号（Ｕ－Ｌ）を算出
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する。なお、（Ｕ－Ｌ）検出部２１１は、中間周波信号ＩＦＤの中心周波数が０［Ｈｚ］
となっている音声帯域の信号として差分信号（Ｕ－Ｌ）を算出する。
【００５１】
　かかる機能を有する（Ｕ－Ｌ）検出部２１１では、検波前信号である中間周波信号ＩＦ
Ｄに対して、中間周波信号ＩＦＤにおける搬送波成分を９０°だけ位相をずらした信号を
乗算する。引き続き、当該乗算の結果にローパスフィルタリング処理を施す。かかるロー
パスフィルタリング処理の結果が、信号ＳＢＤとしてＦＦＴ部２１２へ送られる。
【００５２】
　なお、信号ＳＢＤは、中間周波信号ＩＦＤにおける非対称成分となっている。このため
、中間周波信号ＩＦＤにビートノイズ成分が非対称成分として混入している場合には、信
号ＳＢＤは、当該ビートノイズ成分を含んだ信号となる。
【００５３】
　上記のＦＦＴ部２１２は、（Ｕ－Ｌ）検出部２１１から送られた信号ＳＢＤを受ける。
そして、ＦＦＴ部２１２は、信号ＳＢＤにフーリエ変換を施す。かかるフーリエ変換の結
果（スペクトル）は、フーリエ変換結果ＦＴＲとして、時間平均部２１３へ送られる。
【００５４】
　上記の時間平均部２１３は、ＦＦＴ部２１２から送られたフーリエ変換結果ＦＴＲを受
ける。そして、時間平均部２１３は、フーリエ変換結果ＦＴＲにおける各周波数成分のレ
ベルの時間平均を算出する。かかる時間平均の結果は、時間平均スペクトルＦＴＡとして
抽出部２１４へ送られる。
【００５５】
　なお、中間周波信号ＩＦＤに定常的なビートノイズ成分が非対称成分として混入してい
る場合には、時間平均スペクトルＦＴＡでは、当該ビートノイズ成分の周波数成分のレベ
ルが、他の周波数成分のレベルと比べて突出したレベルとなる。
【００５６】
　上記の抽出部２１４は、時間平均部２１３から送られた時間平均スペクトルＦＴＡを受
ける。そして、抽出部２１４は、時間平均スペクトルＦＴＡにおいて、他の周波数成分の
レベルと比べて突出したピークレベル及び細いピーク幅を有するピークを抽出し、当該ピ
ークの中心周波数を第１周波数ＮＦ1として特定する。こうして特定された第１周波数Ｎ
Ｆ1は、ノイズ除去部１５５へ送られる。
【００５７】
　なお、上述したように、第１周波数ＮＦ1が特定されなかった場合、すなわち、ノイズ
ピークが抽出されなかった場合には、第１周波数ＮＦ1として「０」が、ノイズ除去部１
５５へ送られるようになっている。
【００５８】
　図４には、中間周波信号ＩＦＤのスペクトルと、時間平均スペクトルＦＴＡとの例が示
されている。ここで、図４（Ａ）には、中間周波信号ＩＦＤにノイズ成分が非対称成分と
して含まれており、かつ、そのノイズ成分が定常的なビートノイズであった場合の例が示
されている。
【００５９】
　また、図４（Ｂ）には、中間周波信号ＩＦＤに定常的なビートノイズ成分が含まれてい
るが、波形歪の発生により、あたかもＡＭ変調されたような態様でビートノイズ成分が含
まれる場合の例が示されている。この場合には、時間平均スペクトルＦＴＡにおいては、
他の周波数成分のレベルと比べて突出したピークレベル、及び、細いピーク幅を有するピ
ークは現れない。
【００６０】
　（第２周波数特定部１５３の構成）
　次いで、第２周波数特定部１５３の構成について説明する。この第２周波数特定部１５
３は、図５に示されるように、時間平均部２２１と、抽出部２２２とを備えている。
【００６１】
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　上記の時間平均部２２１は、ＦＦＴ部１５２から送られたフーリエ変換結果ＦＦＤを受
ける。そして、時間平均部２２１は、フーリエ変換結果ＦＦＤにおける各周波数成分のレ
ベルの時間平均を算出する。かかる時間平均の結果は、時間平均スペクトルＦＴＢとして
抽出部２２２へ送られる。
【００６２】
　なお、検波信号ＤＴＤに定常的なビートノイズ成分が混入している場合には、時間平均
スペクトルＦＴＢでは、当該ビートノイズ成分の周波数成分のレベルが、他の周波数成分
のレベルと比べて突出したレベルとなる。
【００６３】
　上記の抽出部２２２は、時間平均部２２１から送られた時間平均スペクトルＦＴＢを受
ける。そして、抽出部２２２は、時間平均スペクトルＦＴＢにおいて、所定閾値ＬＶTH以
上のピークレベル及び細いピーク幅を有するピークを抽出し、当該ピークの中心周波数を
第２周波数ＮＦ2として特定するとともに、ピークレベルをノイズレベルＮＬＶとして特
定する。こうして特定された周波数ＮＦ2及びノイズレベルＮＬＶは、ノイズ除去部１５
５へ送られる。
【００６４】
　なお、上述したように、第２周波数ＮＦ2が特定されなかった場合、すなわち、ノイズ
ピークが抽出されなかった場合には、第２周波数ＮＦ2として「０」が、ノイズ除去部１
５５へ送られるようになっている。
【００６５】
　図６には、中間周波信号ＩＦＤのスペクトルと、検波信号ＤＴＤ（＝信号（Ｕ－Ｌ））
と、時間平均スペクトルＦＴＢとの例が示されている。ここで、図６（Ａ）には、中間周
波信号ＩＦＤにノイズ成分が非対称成分として含まれており、かつ、そのノイズ成分が定
常的なビートノイズであった場合の例が示されている。
【００６６】
　また、図６（Ｂ）には、中間周波信号ＩＦＤに定常的なビートノイズ成分が含まれてい
るが、波形歪の発生により、あたかもＡＭ変調されたような態様でビートノイズ成分が含
まれる場合の例が示されている。この場合には、上述した図４（Ｂ）の時間平均スペクト
ルＦＴＡの場合とは異なり、時間平均スペクトルＦＴＢにおいては、他の周波数成分のレ
ベルと比べて突出したピークレベル及び細い幅を有するピークが現れる。
【００６７】
　＜動作＞
　次に、以上のように構成された放送受信装置１００Ａの動作について、ノイズ処理ユニ
ット１５０Ａにおける処理に主に着目して説明する。
【００６８】
　前提として、入力ユニット１８０には既に利用者により選局指定が入力されており、指
定された希望局に対応する選局指令ＣＳＬが、ＲＦ処理ユニット１２０へ送られているも
のとする。また、入力ユニット１８０には既に利用者により音量調整指定が入力されてお
り、指定された音量調整態様に対応する音量調整指令ＶＬＣが、アナログ処理ユニット１
６０へ送られているものとする（図１参照）。
【００６９】
　こうした状態で、アンテナ１１０で放送波を受信すると、信号ＲＦＳが、アンテナ１１
０からＲＦ処理ユニット１２０へ送られる。そして、ＲＦ処理ユニット１２０において、
選局すべき希望局の信号が中間周波数帯の信号に変換された後、ＡＤ変換が行われる。Ｒ
Ｆ処理ユニット１２０は、このＡＤ変換の結果を、中間周波信号ＩＦＤとして、検波ユニ
ット１３０及びノイズ処理ユニット１５０Ａへ送る（図１参照）。
【００７０】
　中間周波信号ＩＦＤを受けると、検波ユニット１３０が、中間周波信号ＩＦＤに対して
検波処理を施す。そして、検波ユニット１３０は、検波結果を、検波信号ＤＴＤとして、
ノイズ処理ユニット１５０Ａへ送る（図１参照）。
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【００７１】
　中間周波信号ＩＦＤ及び検波信号ＤＴＤを受けると、ノイズ処理ユニット１５０Ａは、
検波信号ＤＴＤに含まれるノイズ成分の除去処理を実行する。かかるノイズ成分の除去処
理には、中間周波信号ＩＦＤに基づく第１周波数特定処理が含まれている。また、当該ノ
イズ成分の除去処理には、ノイズ処理ユニット１５０ＡにおけるＦＦＴ部１５２による検
波信号ＤＴＤのフーリエ変換結果ＦＦＤに基づく第２周波数特定処理及びノイズフロア評
価処理が含まれる。さらに、当該ノイズ成分の除去処理には、ノイズ低減処理が含まれて
いる。
【００７２】
　《第１周波数特定処理》
　第１周波数特定処理は、第１周波数特定部１５１Ａにより実行される。
【００７３】
　第１周波数特定部１５１Ａでは、（Ｕ－Ｌ）検出部２１１が中間周波信号ＩＦＤを受け
る（図３参照）。そして、（Ｕ－Ｌ）検出部２１１は、中間周波信号ＩＦＤのＵＳＢ成分
とＬＳＢ成分のスペクトルとにおける中間周波信号ＩＦＤの中心周波数との周波数差が同
一の周波数成分間の差分を算出することにより、差分信号（Ｕ－Ｌ）を算出する。
【００７４】
　かかる差分信号（Ｕ－Ｌ）の算出に際して、（Ｕ－Ｌ）検出部２１１は、中間周波信号
ＩＦＤに対して、搬送波成分と９０°だけ位相をずらした信号を乗算する。引き続き、（
Ｕ－Ｌ）検出部２１１は、当該乗算の結果にローパスフィルタリング処理を施す。そして
、（Ｕ－Ｌ）検出部２１１は、ローパスフィルタリング処理の結果を、信号ＳＢＤとして
ＦＦＴ部２１２へ送る（図３参照）。
【００７５】
　信号ＳＢＤを受けると、ＦＦＴ部２１２は、信号ＳＢＤにフーリエ変換を施す。そして
、ＦＦＴ部２１２は、フーリエ変換結果ＦＴＲを時間平均部２１３へ送る（図３参照）。
【００７６】
　フーリエ変換結果ＦＴＲを受けると、時間平均部２１３は、フーリエ変換結果ＦＴＲに
おける各周波数成分のレベルの時間平均を算出する。そして、時間平均部２１３は、時間
平均の結果を、時間平均スペクトルＦＴＡとして抽出部２１４へ送る（図３参照）。
【００７７】
　なお、中間周波信号ＩＦＤに定常的なビートノイズ成分が非対称成分として混入してい
る場合には、時間平均スペクトルＦＴＡにおいて、当該ビートノイズ成分の周波数成分の
レベルが、他の周波数成分のレベルと比べて突出したレベルとなる（図４（Ａ）参照）。
【００７８】
　時間平均スペクトルＦＴＡを受けると、抽出部２１４は、時間平均スペクトルＦＴＡに
おける他の周波数成分のレベルと比べて突出したピークレベルを有するとともに、細いピ
ーク幅のピークを抽出する。引き続き、抽出部２１４は、当該ピークの中心周波数を第１
周波数ＮＦ1として特定する。そして、抽出部２１４は、第１周波数ＮＦ1をノイズ除去部
１５５へ送る（図３参照）。
【００７９】
　なお、上述したように、第１周波数ＮＦ1が特定されなかった場合、すなわち、上記の
条件を満たすノイズピークが抽出されなかった場合には、抽出部２１４は、第１周波数Ｎ
Ｆ1として「０」が、ノイズ除去部１５５へ送られるようになっている。
【００８０】
　《第２周波数特定処理》
　第２周波数特定処理は、第２周波数特定部１５３により実行される。
【００８１】
　第２周波数特定部１５３では、時間平均部２２１が検波信号ＤＴＤを受ける。引き続き
、時間平均部２２１は、フーリエ変換結果ＦＦＤにおける各周波数成分のレベルの時間平
均を算出する。そして、時間平均部２２１は、時間平均の結果を、時間平均スペクトルＦ
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ＴＢとして抽出部２２２へ送る（図５参照）。
【００８２】
　なお、検波信号ＤＴＤに定常的なビートノイズ成分が混入している場合には、時間平均
スペクトルＦＴＢにおいて、当該ビートノイズ成分の周波数成分のレベルが、他の周波数
成分のレベルと比べて突出したレベルとなる（図６（Ａ）及び図６（Ｂ）参照）。
【００８３】
　時間平均スペクトルＦＴＢを受けると、抽出部２２２は、時間平均スペクトルＦＴＢに
おいて、所定閾値ＬＶTH以上のピークレベル及び細いピーク幅を有するピークを抽出する
。引き続き、抽出部２２２は、当該ピークの中心周波数を第２周波数ＮＦ2として特定す
るとともに、ピークレベルをノイズレベルＮＬＶとして特定する。そして、抽出部２２２
は、周波数ＮＦ2及びノイズレベルＮＬＶを、ノイズ除去部１５５へ送る（図５参照）。
【００８４】
　なお、上述したように、第２周波数ＮＦ2が特定されなかった場合、すなわち、ノイズ
ピークが抽出されなかった場合には、第２周波数ＮＦ2として「０」が、ノイズ除去部１
５５へ送られるようになっている。
【００８５】
　《ノイズフロア評価処理》
　ノイズフロア評価処理は、ノイズフロア評価部１５４により実行される。
【００８６】
　フーリエ変換結果ＦＦＤを受けると、ノイズフロア評価部１５４は、フーリエ変換結果
ＦＦＤに基づいて、検波信号ＤＴＤにおけるノイズフロアのレベルを評価する。そして、
ノイズフロア評価部１５４は、評価結果を、ノイズフロアレベルＮＦＬとしてノイズ除去
部１５５へ送る（図２参照）。
【００８７】
　《ノイズ低減処理》
　ノイズ低減処理は、ノイズ除去部１５５により実行される。
【００８８】
　かかるノイズ低減処理に際しては、図７に示されるように、まず、ステップＳ１１にお
いて、ノイズ除去部１５５が、第１周波数特定部１５１Ａから送られた第１周波数ＮＦ1

を取得する。また、ノイズ除去部１５５は、第２周波数特定部１５３から送られた第２周
波数ＮＦ2及びノイズレベルＮＬＶ、並びに、ノイズフロア評価部１５４から送られたノ
イズフロアレベルＮＦＬを取得する。
【００８９】
　次に、ステップＳ１２において、ノイズ除去部１５５が、第２周波数ＮＦ2が「０」で
あるか否かを判定することにより、第２周波数ＮＦ2が未特定であるか否かを判定する。
ステップＳ１２における判定の結果が肯定的であった場合（ステップＳ１２：Ｙ）には、
ノイズ除去部１５５は、検波信号ＤＴＤには、低減すべきビートノイズ成分が含まれてい
ないと判断する。そして、処理はステップＳ１１に戻る。以後、ステップＳ１２における
判定の結果が否定的となるまで、ステップＳ１１，Ｓ１２の処理が繰り返される。
【００９０】
　ステップＳ１２における判定の結果が否定的となると（ステップＳ１２：Ｎ）、処理は
ステップＳ１３へ進む。このステップＳ１３では、ノイズ除去部１５５が、第１周波数Ｎ
Ｆ1と第２周波数ＮＦ2との差が、所定値ΔTH以下であるか否かを判定することにより、第
１周波数ＮＦ1と第２周波数ＮＦ2との差が所定範囲内であるか否かを判定する。ここで、
「所定値ΔTH」は、第１周波数ＮＦ1と第２周波数ＮＦ2とが実質的に同一といえるか否か
を判定するとの観点から、実験、シミュレーション、経験等に基づいて、予め定められる
。
【００９１】
　なお、第１周波数ＮＦ1が特定されなかった場合には、第１周波数ＮＦ1は「０」となっ
ているが、ステップＳ１３が実行されるときには、第２周波数ＮＦ2が特定されている。
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このため、ステップＳ１３の実行時において第１周波数ＮＦ1が特定されていなかった場
合には、第１周波数ＮＦ1と第２周波数ＮＦ2とは有意な差となり、第１周波数ＮＦ1と第
２周波数ＮＦ2との差は所定範囲外となる。
【００９２】
　ステップＳ１３における判定の結果が肯定的であった場合（ステップＳ１３：Ｙ）には
、ノイズ除去部１５５が、検波信号ＤＴＤには、第２周波数ＮＦ2のビートノイズ成分が
含まれていると判断する。そして、処理はステップＳ１４へ進む。
【００９３】
　ステップＳ１４では、ノイズ除去部１５５が、第１ノイズ低減処理を実行する。そして
、ノイズ除去部１５５は、第１ノイズ低減処理の結果を、ノイズ除去スペクトルＮＲＤと
してＩＦＦＴ部１５６へ送る（図２参照）。
【００９４】
　かかる第１ノイズ低減処理に際して、ノイズ除去部１５５は、第２周波数ＮＦ2の成分
、及び、第２周波数ＮＦ2のＮ（例えば、Ｎ＝２，３）倍の周波数の成分について、ノイ
ズレベルＮＬＶに対応する量だけ、スペクトラムサブトラクション法を用いて、検波信号
ＤＴＤのフーリエ変換結果ＦＦＤから除去する。ここで、第２周波数ＮＦ2のＮ倍の周波
数の成分を低減させるのは、ビートノイズ成分を含む中間周波信号ＩＦＤに対して検波処
理を施すと、中間周波信号ＩＦＤにおけるビートノイズ成分が独立して検波結果に反映さ
れるのではなく、当該ビートノイズ成分に由来する歪を有する波形の検波結果となるため
である。
【００９５】
　こうして、ステップＳ１４の処理が終了すると、処理はステップＳ１１に戻る。
【００９６】
　上述したステップＳ１３における判定の結果が否定的であった場合（ステップＳ１３：
Ｎ）には、処理はステップＳ１５へ進む。このステップＳ１５では、ノイズ除去部１５５
が、ノイズフロアレベルＮＦＬが所定閾値レベルＬＶTH以上であるか否かを判定する。か
かる判定を行うのは、ビートノイズ成分が検波信号ＤＴＤに含まれる場合には、検波信号
ＤＴＤのノイズフロアレベルＮＦＬが高くなっているという経験的事実に基づいている。
【００９７】
　ステップＳ１５における判定の結果が否定的であった場合（ステップＳ１５：Ｎ）には
、ノイズ除去部１５５は、検波信号ＤＴＤにおける第２周波数ＮＦ2の成分には、低減す
べきビートノイズ成分が含まれていないと判断する。そして、処理はステップＳ１１へ戻
る。
【００９８】
　一方、ステップＳ１５における判定の結果が肯定的であった場合（ステップＳ１５：Ｙ
）には、処理はステップＳ１６へ進む。ステップＳ１６では、ノイズ除去部１５５が、第
２ノイズ低減処理を実行する。そして、ノイズ除去部１５５は、第２ノイズ低減処理の結
果を、ノイズ除去スペクトルＮＲＤとしてＩＦＦＴ部１５６へ送る（図２参照）。
【００９９】
　かかる第２ノイズ低減処理に際して、ノイズ除去部１５５は、第２周波数ＮＦ2の成分
について、ノイズレベルＮＬＶに対応する量だけ、スペクトラムサブトラクション法を用
いて、検波信号ＤＴＤのフーリエ変換結果ＦＦＤから除去する。ここで、第２ノイズ低減
処理においては、上述した第１ノイズ低減処理のように第２周波数ＮＦ2のＮ倍の周波数
の成分は低減させないようになっている。
【０１００】
　こうして、ステップＳ１６の処理が終了すると、処理はステップＳ１１に戻る。以後、
ステップＳ１１～Ｓ１６の処理が繰り返されて、各時点における第１周波数ＮＦ1、第２
周波数ＮＦ2、ノイズレベルＮＬＶ、並びに、ノイズフロアレベルＮＦＬに対応したノイ
ズ低減処理が実行される。
【０１０１】
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　ノイズ除去スペクトルＮＲＤを受けると、ＩＦＦＴ部１５６は、ノイズ除去スペクトル
ＮＲＤに逆フーリエ変換を施す。そして、ＩＦＦＴ部１５６は、逆フーリエ変換の結果を
、信号ＡＯＤとしてアナログ処理ユニット１６０へ送る。
【０１０２】
　さて、ノイズ処理ユニット１５０Ａから送られた信号ＡＯＤを受けると、アナログ処理
ユニット１６０では、ＤＡ変換部、音量調整部及びパワー増幅部による信号処理が順次施
され、出力音声信号ＡＯＳが生成される。そして、アナログ処理ユニット１６０は、生成
された出力音声信号ＡＯＳをスピーカユニット１７０へ送る（図１参照）。この結果、ス
ピーカユニット１７０が、出力音声信号ＡＯＳに従って、音声を再生出力する。
【０１０３】
　以上説明したように、第１実施形態では、アンテナ１１０による両側波帯を有するＡＭ
放送波の受信結果である信号ＲＦＳが、ＲＦ処理ユニット１２０及び検波ユニット１３０
により順次処理されて、検波信号ＤＴＤが生成される。この検波信号ＤＴＤ及びＲＦ処理
ユニット１２０により生成された中間周波信号ＩＦＤを受けると、ノイズ処理ユニット１
５０Ａが、検波信号ＤＴＤに含まれるビートノイズ成分の低減を行う。
【０１０４】
　かかるビートノイズ成分の低減に際して、ノイズ処理ユニット１５０Ａでは、第１周波
数特定部１５１Ａが、検波前信号である中間周波信号ＩＦＤにおけるノイズ成分の第１周
波数ＮＦ1の特定処理を行う。また、第２周波数特定部１５３が、検波後信号である検波
信号ＤＴＤにおけるノイズ成分の第２周波数ＮＦ2の特定処理を行う。そして、第１周波
数ＮＦ1及び前記第２周波数ＮＦ2が特定され、かつ、第１周波数ＮＦ1と第２周波数ＮＦ2

との差が所定の範囲内である場合に、ノイズ除去部１５５が、検波信号ＤＴＤにおける第
２周波数ＮＦ2の成分を低減させる。
【０１０５】
　したがって、第１実施形態によれば、中間周波信号ＩＦＤに混入したビートノイズ成分
が、検波信号ＤＴＤにおいても残存している場合に、検波信号ＤＴＤにおけるビートノイ
ズ成分を、適切に除去することができる。
【０１０６】
　また、第１実施形態では、ノイズフロア評価部１５４が、検波信号ＤＴＤにおけるノイ
ズフロアのレベルを評価する。そして、ノイズ除去部１５５が、第２周波数ＮＦ2が特定
されたが、第１周波数ＮＦ1が特定されなかった、又は、第１周波数ＮＦ1及び第２周波数
ＮＦ2が特定されたが、第１周波数ＮＦ1と第２周波数ＮＦ2との差が所定の範囲内になか
ったときには、ノイズフロアのレベルが所定閾値以上であった場合に、検波信号ＤＴＤに
おける第２周波数ＮＦ2の成分を低減させる。このため、あたかもＡＭ変調されたような
態様でビートノイズ成分が中間周波信号ＩＦＤに含まれる場合や、検波信号ＤＴＤのみに
ビートノイズ成分が含まれる場合にも、検波信号ＤＴＤにおけるビートノイズ成分を、適
切に除去することができる。
【０１０７】
　また、第１実施形態では、第１周波数特定部１５１Ａが、中間周波信号ＩＦＤにおける
非対称成分の時間平均に基づいて、第１周波数ＮＦ1を特定する。このため、ビートノイ
ズ成分が、中間周波信号ＩＦＤにおける非対称成分として定常的に混入している場合に、
第１周波数ＮＦ1を精度良く特定することができる。
【０１０８】
　また、第１実施形態では、第２周波数特定部１５３が、検波信号ＤＴＤのスペクトルの
時間平均に基づいて、第２周波数ＮＦ2を特定する。このため、ビートノイズ成分が、検
波信号ＤＴＤに定常的に混入している場合に、第２周波数ＮＦ2を精度良く特定すること
ができる。
【０１０９】
　また、第１実施形態では、第１周波数ＮＦ1と第２周波数ＮＦ2との差が所定の範囲内で
あった場合には、ノイズ除去部１５５が、検波信号ＤＴＤにおける第２周波数ＮＦ2の所
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定自然数倍の周波数の成分を更に低減させる。このため、ビートノイズ成分を含む中間周
波信号ＩＦＤを検波した結果、当該中間周波信号ＩＦＤにおけるビートノイズ成分に由来
する歪を有する波形となった検波信号ＤＴＤにおけるビートノイズ成分を、適切に除去す
ることができる。
【０１１０】
　［第２実施形態］
　次に、本発明の第２実施形態を、図８を主に参照して説明する。
【０１１１】
　＜構成＞
　第２実施形態に係る放送受信装置は、上述した第１実施形態に係る放送受信装置１００
Ａと比べて、第１周波数特定部１５１Ａに代えて、図８に示される構成の第１周波数特定
部１５１Ｂを備える点のみが異なっている。以下、かかる相違点に着目して説明する。
【０１１２】
　なお、以下の説明においては、第２実施形態に係る放送受信装置を「放送受信装置１０
０Ｂ」と記すとともに、第１周波数特定部１５１Ｂを備えるノイズ処理ユニットを「ノイ
ズ処理ユニット１５０Ｂ」と記すものとする。
【０１１３】
　上記の第１周波数特定部１５１Ｂは、図７に示されるように、ＦＦＴ部２１６を備えて
いる。また、第１周波数特定部１５１Ｂは、時間平均部２１７と、抽出部２１８とを備え
ている。
【０１１４】
　上記のＦＦＴ部２１６は、ＲＦ処理ユニット１２０から送られた中間周波信号ＩＦＤを
受ける。そして、ＦＦＴ部２１６は、中間周波信号ＩＦＤにフーリエ変換を施す。かかる
フーリエ変換の結果（スペクトル）は、フーリエ変換結果ＦＴＱとして、時間平均部２１
７へ送られる。
【０１１５】
　上記の時間平均部２１７は、ＦＦＴ部２１６から送られたフーリエ変換結果ＦＴＱを受
ける。そして、時間平均部２１７は、フーリエ変換結果ＦＴＱにおける各周波数成分のレ
ベルの時間平均を算出する。かかる時間平均の結果は、時間平均スペクトルＦＴＣとして
抽出部２１８へ送られる。
【０１１６】
　なお、中間周波信号ＩＦＤに定常的なビートノイズ成分が混入している場合には、時間
平均スペクトルＦＴＣにおいては、当該ビートノイズ成分の周波数成分のレベルが、他の
周波数成分のレベルと比べて突出したレベルとなる。
【０１１７】
　上記の抽出部２１８は、中間周波信号における搬送波成分の周波数を保持している。こ
の抽出部２１８は、時間平均部２１７から送られた時間平均スペクトルＦＴＣを受ける。
引き続き、抽出部２１８は、時間平均スペクトルＦＴＣにおいて、他の周波数成分のレベ
ルと比べて突出したピークレベル及び細いピーク幅を有するピークを抽出し、当該ピーク
の中心周波数を抽出する。そして、抽出部２１８は、抽出されたピークの中心周波数と、
中間周波信号における搬送波成分の周波数との差の絶対値を算出し、算出結果を第１周波
数ＮＦ1として特定する。こうして特定された第１周波数ＮＦ1は、ノイズ除去部１５５へ
送られる。
【０１１８】
　なお、上述した第１周波数特定部１５１Ａの場合と同様に、第１周波数ＮＦ1が特定さ
れなかった場合、すなわち、ノイズピークが抽出されなかった場合には、第１周波数ＮＦ

1として「０」が、ノイズ除去部１５５へ送られるようになっている。
【０１１９】
　＜動作＞
　以上のように構成された放送受信装置１００Ｂの動作について、第１周波数特定部１５
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１Ｂによる第１周波数特定処理に主に着目して説明する。
【０１２０】
　第１周波数特定部１５１Ｂによる第１周波数特定処理に際して、第１周波数特定部１５
１Ｂでは、ＦＦＴ部２１６が、ＲＦ処理ユニット１２０から送られた中間周波信号ＩＦＤ
を受ける。引き続き、ＦＦＴ部２１６は、中間周波信号ＩＦＤにフーリエ変換を施す。そ
して、ＦＦＴ部２１６は、フーリエ変換の結果（スペクトル）を、フーリエ変換結果ＦＴ
Ｑとして、時間平均部２１７へ送る。
【０１２１】
　フーリエ変換結果ＦＴＱを受けると、時間平均部２１７は、フーリエ変換結果ＦＴＱに
おける各周波数成分のレベルの時間平均を算出する。そして、時間平均部２１７は、時間
平均の結果を、時間平均スペクトルＦＴＣとして抽出部２１８へ送る。
【０１２２】
　なお、上述したように、中間周波信号ＩＦＤに定常的なビートノイズ成分が混入してい
る場合には、時間平均スペクトルＦＴＣにおいては、当該ビートノイズ成分の周波数成分
のレベルが、他の周波数成分のレベルと比べて突出したレベルとなる。
【０１２３】
　時間平均部２１７から送られた時間平均スペクトルＦＴＣを受けると、抽出部２１８は
、時間平均スペクトルＦＴＣにおいて、他の周波数成分のレベルと比べて突出したピーク
レベル及び細いピーク幅を有するピークを抽出し、当該ピークの中心周波数を抽出する。
引き続き、抽出部２１８は、抽出されたピークの中心周波数と、中間周波信号における搬
送波成分の周波数との差の絶対値を算出し、算出結果を第１周波数ＮＦ1として特定する
。そして、抽出部２１８は、第１周波数ＮＦ1をノイズ除去部１５５へ送る。ここで、抽
出部２１８により特定される第１周波数ＮＦ1は、上述した抽出部２１４により特定され
る第１周波数ＮＦ1と同等となっている。
【０１２４】
　かかる第１周波数特定処理以外については、ノイズ処理ユニット１５０Ｂでは、ノイズ
処理ユニット１５０Ａの場合と同様の処理が実行される。すなわち、第１周波数特定処理
以外については、放送受信装置１００Ｂでは、放送受信装置１００Ａの場合と同様の処理
が実行される。
【０１２５】
　以上説明したように、第２実施形態では、上述した第１実施形態と同等の動作を行うの
で、第１実施形態の場合と同様の効果を奏することができる。
【０１２６】
　［実施形態の変形］
　本発明は、上記の第１及び第２実施形態に限定されるものではなく、様々な変形が可能
である。
【０１２７】
　例えば、上記の第１実施形態では、ノイズフロアのレベルの評価を、検波信号のフーリ
エ変換結果に基づいて行うようにした。これに対し、検波信号、第１周波数特定部におい
て得られる差分信号又は差分信号のフーリエ変換結果に基づいて、ノイズフロアのレベル
の評価を行うようにしてもよい。
【０１２８】
　また、上記の第２実施形態では、ノイズフロアのレベルの評価を、検波信号のフーリエ
変換結果に基づいて行うようにした。これに対し、検波信号又は第１周波数特定部におい
て得られる中間周波信号のフーリエ変換結果に基づいて、ノイズフロアのレベルの評価を
行うようにしてもよい。
【０１２９】
　また、ノイズレベルの推定手法としては、第１及び第２実施形態において例示した推定
手法以外の手法を採用するようにしてもよい。
【０１３０】
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　なお、上記の第１又は第２実施形態における検波ユニット、ノイズ処理ユニット及び制
御ユニットを中央処理装置（ＣＰＵ：Central Processing Unit）、ＤＳＰ（Digital Sig
nal Processor）等を備えた演算手段としてのコンピュータとして構成し、予め用意され
たプログラムを当該コンピュータで実行することにより、上記の実施形態における処理の
一部又は全部を実行するようにしてもよい。このプログラムはハードディスク、ＣＤ－Ｒ
ＯＭ、ＤＶＤ等のコンピュータで読み取り可能な記録媒体に記録され、当該コンピュータ
によって記録媒体から読み出されて実行される。また、このプログラムは、ＣＤ－ＲＯＭ
、ＤＶＤ等の可搬型記録媒体に記録された形態で取得されるようにしてもよいし、インタ
ーネットなどのネットワークを介した配信の形態で取得されるようにしてもよい。
【符号の説明】
【０１３１】
　１００Ａ，１００Ｂ　…　放送受信装置
　１５１Ａ，１５１Ｂ　…　第１周波数特定部
　１５３　　　　　　　…　第２周波数特定部
　１５４　　　　　　　…　ノイズフロア評価部
　１５５　　　　　　　…　ノイズ除去部

【図１】 【図２】
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